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「学芸員はがん」2017（平成29）年4月，当時の
山本地方創生大臣によるこの発言はマスコミなど
で大きくとりあげられ，それは学芸員本来の役割
を理解していないものとして批判されました。そ
のためこの発言は「不適切なものだった」として
大臣自身によって撤回されました。この出来事
は，学芸員を「がん」に例えたという不適切さも
あって，学芸員をはじめとする文化財の保存や公
開に携わる者には，とりわけ強く記憶に残ってい
ます。しかし，この時期の政府，文化庁の動きを
改めて振り返って見ると，この発言が，山本地方
創生大臣の個人的な見解として唐突に出てきたも
のではないことがわかります。そこには文化財を
観光や地域振興に活用しようとする側と，文化財
の保存と公開にたずさわる現場の学芸員との間に
軋轢があったと言ってよいでしょう。ここでは，
まず政府が推進する文化財を観光や地域創生に活
用しようとする近年の動きを概観します。そこに
は，それまでとは比較にならないほどの文化財の
積極的な活用がもくろまれていること，また同時
に，文化財を保存し公開する中心的な機関である
博物館などに求められていることも浮かびあがっ
てくるはずです。このような状況を踏まえたうえ
で，そこでの文化財IPM，ミュージアムIPMが
果たす役割についても少し考えてみたいと思いま
す。

1　�文化財の公開促進―観光資源として活用す
ることへ―

⑴ �「明日の日本を支える観光ビジョン」
2016（平成28）年3月

この「日本の明日を支える観光ビジョン」にお
いて，日本が「観光先進国」となるための「3つの
視点」と「10の改革」が掲げられ，その「10の改
革」の一つとして文化財を保護優先から観光など
に活用することが示されました。

この観光ビジョン策定の前年，2015（平成27）
年には「日本遺産」の認定制度がはじまっていま
す。これは「我が国の文化財や伝統文化を通じた
地域の活性化を図るため」の制度であり，その方
向性は以下の三つに集約されています。

①	 地域に点在する文化財の把握とストー
リーによるパッケージ化

②	 地域全体としての一体的な整備・活用
③	 国内外への積極的かつ戦略的・効果的な

発信

このように2015（平成27）年から2016（平成
28）年にかけての「日本遺産」の認定や「日本の
明日を支える観光ビジョン」の策定などにより，
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観光が日本経済の重要な柱として位置付けられる
とともに，文化財についても保存から活用へとい
う明確な方針転換が図られることになりました。
そしてこれ以後，この方針のもとでさまざまなか
たちで文化財の活用を促進するための施策が実施
されていきます。それを一言で表すなら，文化財
を公開と活用を前提として修理を加速し，観光資
源として磨き上げ活用していくということです。

2016（平成28）年4月には文化庁において「文
化財活用・理解促進戦略プログラム2020」が策
定され，文化財を中核とする観光拠点形成や観光
まちづくりが推進されることになりました。これ
以降，博物館の現場でもその具体的な動きが目立
つようになっていきました。そのような動きのな
かで，あの「学芸員はがん」という発言がなされ
たのでした。

⑵ 「学芸員はがん」という発言の背景
「学芸員はがん？　大臣発言が波紋，問われる
役割」と題した朝日新聞（2017年4月26日）の記
事には，
「今年（平成29）1月～ 3月まで東京国立博物
館で開催された「春日大社　千年の至宝」展。展
示を見た菅義偉官房長官は，英語以外の中国語や
韓国語の解説が不足していると不満を漏らした。
同館の関係者によると，菅氏は多言語表示への対
応を求め，同館は急きょ対応に追われたという。」

という記述があります。これを契機として国立
博物館や国立美術館において日本語，英語に加え
て中国語と韓国語という4か国語表記が一斉に導

入されていきました。

「学芸員はがん」という山本地方創生大臣によ
る2017（平成29）年4月16日の滋賀県でのこの
発言は，「地方創生とは稼ぐこと」という趣旨の
もとで，具体的な事例を紹介するなかで，「文化
財のルールで火も水も使えない。花が生けられな
い。お茶もできない。そういうようなことが当然
のように行われている」という趣旨の発言がなさ
れたとのことです。それは文化財で稼ぐことの必
要性を理解しないで，非協力的な態度をとる学芸
員に対する不満の表明だったということでしょ
う。この発言は，その内容の不適切さはともかく，

「日本の明日を支える観光ビジョン」に端的に見
られるように，文化財を活用した観光振興と地方
創生に積極的に取り組もうとする政府の姿勢の反
映だったことがわかります。

⑶ 指定文化財の公開制限の緩和
国宝・重要文化財の公開に関する取扱要領
の改訂　2018（平成30）年1月

このような動きのなかで，文化庁は国宝・重要
文化財の公開についての指針を改訂します。これ
も指定文化財を観光などに積極的に活用しようと
する際に，その制約となっている公開にあたって
の条件を緩和するものということができます。主
たる変更点は，展覧会などで，所有者や管理団体
以外の者が移動を伴う公開を行う場合の日数制限
の緩和です。

この改訂以前は，指定文化財の公開は「毀損の
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程度が著しいものを除き，原則年2回以内，60
日以内」でした。それが保存状態に問題がなく，
石や土，金属などで作られたものは延べ150日，
また延べ60日以内とされているものでも，事前
に文化庁と協議をすれば延べ100日まで公開が可
能となる道が開かれました。

2　�博物館・美術館のマネジメント改革と支援事業
⑴ �「多様なニーズに対応した美術館・博物館の
マネジメント改革のためのガイドライン」　
2018（平成30）年7月

文化庁では，美術館・博物館においても，多様
なニーズに対応したマネジメント改革のためのガ
イドラインを公表し，ここでも観光やまちづくり
などにも寄与することができるよう指針を示しま
した。

「文化芸術は心豊かな国民生活や活力ある社会
の形成にとって極めて重要な意義を有している。
このような意義を有する文化芸術を地域で推進す
るうえで核となる美術館・博物館において，社会
の多様なニーズに応えるための更なる取組を進
め，文化芸術立国を実現していく必要がある。そ
の際，美術館・博物館の本来の役割・機能を発揮
しながら，観光，まちづくり，国際交流，福祉，
教育，産業その他の各関連分野との連携を図りつ
つ，文化芸術により生み出される様々な価値を文
化芸術の継承，発展及び創造に活用することを視
野に取り組むことが期待される。
今般提示するマネジメント改革のためのガイド

ラインとして示す多様なニーズに応える主な美術
館・博物館の取組とは，各種政策提言等を踏まえ， 
①多言語対応等， ②開館時間の延長， ③ユニーク

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１１  公公開開をを避避けけななけけれればばななららなないいもものの  
(1)き損や劣化の程度が著しく ,応急措置を施しても

公開のための移動又は公開によってさらにき損や
劣化が進行するおそれがある重要文化財等につい
ては ,抜本的な修理が行われ ,甚大なき損や劣化の

懸念が払拭されるまで公開を行わないこと。 
(2)材質が極めてぜい弱である ,寸法が特に大きい ,
形状が複雑である,き損や劣化の程度が著しいなど

の理由により,移動による劣化の進行やき損等の危
険性が極めて高いと考えられる重要文化財等は ,移
動を伴う公開を行わないこと。 

２２  公公開開ののたためめのの移移動動回回数数及及びび期期間間  
(1)1 に定めるもの以外の重要文化財等については ,
原則として公開のための移動回数は年間 2 回以内
とする。この場合,1 展覧会に伴う移動回数は原則 1

往復 1 回と考えること。また,公開日数は年間延べ 
60 日以内とすること。この場合,年間とは公開され
た期間の開始日から起算して 1 年間と考えること。

なお,本要項 6 として後述する材質や種類等を踏ま
えた個別の重要文化財等の公開における留意事項
も参照の上,適切に公開すること。 

(2)1 に定めるもの以外の重要文化財等のうち ,特に
個々の保存状態に問題が生じないと考えられるも
のに限り,材質が石,土,金属等(本要項 6 に記載す

るものに限る。 )については ,公開日数を年間延べ 
150 日以内とする。 

(3)1 に定めるもの以外の重要文化財等のうち ,2(2)

に該当しないもので,特に個々の保存状態に問題が
生じないと考えられるものに限り ,特別な理由があ
り年間の公開日数を延長したい場合については ,事

前に文化庁文化財部美術学芸課と協議し ,公開後 2
年間収蔵庫に保管するなど ,次回の公開まで適切な
期間を設ける措置を執った上で ,年間延べ  100 日

まで公開することができる。 
(4)1 に定めるもの以外の重要文化財等のうち ,たい
色や材質の劣化の危険性が高いものは ,原則とし

て,年間公開日数の限度を延べ  30 日以内とし,他
の期間は収蔵庫に保管して ,温度及び湿度に急激な
変化を与えないようにすること。 

６６  個個別別のの重重要要文文化化財財等等のの公公開開ににおおけけるる

留留意意事事項項  
重要文化財等の公開が適切なものとなるよう ,特に

個々の保存状態に問題が生じることがないと考えら

れ,劣化しやすい材質を用いていない重要文化財等に
ついては,以下に示す各分野別の材質や種類等を踏ま
えた留意事項を参照すること。 

(1)絵画 
・絵画の照度は 100 ルクス以下とすること。 
・版画の公開日数は年間延べ  30 日以内で照度は 50 

ルクス以下とすること。 
・油絵の公開日数は年間延べ  150 日以内とすること。 
(2)彫刻 

・金属製品の公開日数は年間延べ 150 日以内とする
こと。 

・単一素材の彫刻作品(一木造り,彩色・漆箔などがな

い場合)の年間公開日数については事前に文化庁文
化財部美術学芸課に技術的指導及び助言を求め ,協
議し,適切な公開に努めること。 

(3)工芸 
・陶磁器,銅製品などの工芸品の公開日数は年間延べ 
150 日以内とすること。 

・漆工品,甲冑類の照度は  100 ルクス以下とするこ
と。 

・染織品の照度は 80 ルクス以下とすること。 

(4)考古 
・材質が石,土,ガラス又は金属製品のものの公開日数

は年間延べ 150 日以内とすること。 

(5)書跡・典籍・古文書 
・照度は 100 ルクス以下とすること。 
(6)歴史資料 

・近代の洋紙を利用した文書・典籍類 ,図面類,写真類
などの照度は 50 ルクス以下とすること。 

・特に,青焼,蒟蒻版など極めて脆弱な材質の文化財,

ニトロセルロースフィルムなどの可燃性のあるも
の,酢酸セルロースフィルムやゴム系の材料などで
揮発性物質を発生させるものなど ,専門的な観点か

ら取扱に注意を要するものについては ,文化庁文化
財部美術学芸課に技術的指導及び助言を求め ,協議
し,適切な公開に努めること。 

文文化化財財保保護護法法第第 5533 条条にに基基づづきき，，所所有有者者及及びび管管理理団団体体以以外外のの者者がが移移動動をを伴伴うう公公開開をを行行うう
場場合合のの取取扱扱をを行行ううべべきき事事項項やや留留意意すすべべきき事事項項をを示示すす指指針針  
  

文文化化庁庁「「国国宝宝・・重重要要文文化化財財のの公公開開にに関関すするる取取扱扱要要綱綱」」〈〈抜抜粋粋〉〉  

文化財の保存と活用，IPM
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ベニュー促進，④学校教育との積極的な連携，⑤
先端技術を活用した文化財や美術品等の魅力発
信，⑥関係機関との連携による取組の推進とす
る。」

「多様なニーズに対応した美術館・博物館のマネジメン
ト改革のためのガイドライン」より

⑵ 博物館支援事業
2018（平成30）年度からは，文化庁ではさらに

以下のような博物館支援事業に着手しました。

ア　�博物館クラスター形成支援事業　2018
（平成30）年度から
趣旨・目的
地域の文化財の魅力発信，地域振興，観
光振興，多言語化による国際発信，ユニー
クベニューの促進など，美術館・歴史博物
館を中核とした関係機関との連携による文
化クラスター（文化集積地）創出に向けた地
域文化資源の面的・一体的整備に関する取
り組みを支援します。

文化庁HPより

イ　�地域と共働した博物館創造活動支援事業　
2018（平成30）年度から

趣旨・目的
本事業は，博物館が核となって実施する
地域文化の発信や，子供や高齢者等あらゆ
る者が参加できるプログラム，学校教育と
の連携によるアウトリーチ活動，新たな機
能の創造等を支援することによって，文化
芸術立国の実現に資することを目的としま
す。

文化庁HPより

⑶ �文化財活用センターの設置　2018（平成
30）年7月）

日本の文化財の公開・活用のナショナルセン
ターとして，独立行政法人国立文化財機構本部に
発足。

この文化財活用センターの具体的な事業例と
しては，同センターと東京国立博物館が共同し

て，収蔵品貸与促進事業が実施されています。こ
れは地方公共団体のミュージアムに対し，東京国
立博物館の収蔵品を貸し出すことによって，地域
文化創生に寄与する展覧会が開かれることを目指
して，それに必要な輸送費や保険料などを文化財
活用センターが負担して実施するという事業で
す。

3　文化財保護法の改正，文化庁予算の動向
⑴ �文化財保護法の改正　2019（令和元）年4
月1日施行
趣　旨
過疎化・少子高齢化などを背景に，文化財
の減失や散逸等の防止が緊急の課題であり，
未指定を含めた文化財をかちづくりに活かし
つつ，地域社会総がかりで，その継承に取り
組んでいくことが必要。このため，地域にお
ける文化財の計画的な保存・活用の促進や，
地方文化財保護行政の推進力の強化を図る。

改正のポイント
 ・	都道府県は，文化財の保存・活用に関する
総合的な施策の大綱を策定できる。
 ・	市町村は，都道府県の大綱を勘案し，文化
財の保存・活用に関する総合的な計画（文化
財保存活用地域計画）を作成し，国の認定を
申請できる。

文化庁HPより

本年4月に施行された改正文化財保護法では，
上記のように，文化財の保存・活用に関する施策

や計画を，都道府県や市町村が作成することが
できるようになりました。このように文化財の保
存・活用が地方自治体に委ねられるというのも，
文化財の保存をはかりながらも観光をはじめとす
る地域振興に活用していくという，文化財保護行
政のこれまでにない大きな転換を受けてのことと
思われます。

⑵ 文化庁予算の動向
2019（令和元）年度　文化庁の予算は総額1167

億円（30年度1082億円）で，前年度予算と比較

文化財の虫菌害78号（2019年12月）
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すると約85億円，7.8%という，これまでにない
大幅な増額となっています。しかしそれは国際観
光旅客税（出国税）を財源としたもので，文化資
源を観光活用するための施策に限って重点配分さ
れています。

文化資源の“磨き上げ”による好循環の創出　
171.1億円（前年97.8億円）
→	魅力ある文化資源コンテンツの創出・展開　
78.6億円（前年12.5億円）

→	文化資源を活用した観光インバウンドのた
めの拠点形成と国際的発信　92.5億（前年
85.3億円）→日本が誇る先端技術を活用し
た日本文化の魅力発信　20.6億円（新規）

文化庁HPより

4　文化財や博物館を取り巻く環境の変化

このように近年の文化庁を中心とする文化財，
博物館等に関係する政策動向を概観すると，そこ
には，それらを活用することによって観光振興や
地域創生をはかっていこうとする姿勢が顕著に示
されています。文化財の保存についても，いわば
活用するための保存に主眼が置かれ，未来へと継
承していくためという意味付けは相対的に弱めら
れているように思われます。このことには十分留
意する必要があります。例えば，文化財の公開と
活用を意識するあまりに，不適切な時期に，不適
切な修復を行うというようなことはあってはなり
ません。「明日の日本を支える観光ビジョン」に
掲げられた数値目標に向けて，さまざまな施策が
積極的に推進されるようになると，文化財の公開
や移動の機会は増え，それにともなって保存に関
係するもリスクは高まっていくことが考えられま
す。

また，「多様なニーズに対応した美術館・博物
館のマネジメント改革のためのガイドライン」に
おいて，主な美術館・博物館の取り組みとして，
多言語対応や開館時間の延長とともに，ユニーク
ベニューの促進が明示されていることに注目する
必要があります。「ユニークベニュー」とは，歴
史的な建造物や文化施設などで，会議やレセプ

ションを行うことで特別感や地域特性を演出する
というものです。これは美術館や博物館での会議
やレセプションなどの開催というだけにとどまら
ず，文化財，とりわけ歴史的な建造物においてコ
ンサートやファッションショー，結婚式などに活
用するといったことまで，文化財関係分野におい
て相当な広がりがあることを認識しておく必要が
あります。

文化庁では，文化財を活用したユニークベ
ニューを推進するため，その取り組みの具体例を
紹介しつつ，そのメリットや留意点，手続きなど
をまとめた「文化財を活用したユニークベニュー
ハンドブック」を，「文化財の多言語化ハンドブッ
ク」とともに令和元年3月に刊行しています。

文化財の保存と活用，IPM
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文化財を活用した事業の具体例としては，近年
では国宝や重要文化財の神社や寺院での結婚式が
各地で行われ，それについて積極的な発信が展開
されていることなどがあります。

このユニークベニューの推進に象徴されるよ
うに，文化財や博物館を観光や地域振興に利活用
するための施策は，私たち文化財の保存と公開に
携わってきた者の想像をはるかに超えて，急速か
つ周到に準備され，実施されています。また近年
では，美術館や博物館では展覧会活動だけでな
く，飲食物の販売をともなうミュージアムマー
ケットの開催，あるいは熱中症対策のための水分
補給を考慮した館内での水分補給への対応といっ

た，施設の活性化や来館者への配慮を意識した取
り組みが広がり，それにともなって展示室や展示
作品と飲食物との距離が徐々に近づいてきている
ようにも感じています。

5　文化財の積極的な公開のなかでのIPMの役割
近年の文化庁の政策は，政府の積極的な観光振

興への取り組み方針を受けて，文化財や美術館・
博物館をそのために活用することに重点を置いた
ものとなっています。そしてそのための施策が力
強く推進されることで，文化財の公開機会がより
多くなっていくことは間違いありません。さらに
文化財（特に歴史的建造物）や美術館・博物館等

神社.COMより

文化財の虫菌害78号（2019年12月）
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では，ユニークベニューへの取り組みとして，こ
れまでにはなかった事業が展開されていくことに
なると思われます。既に美術館などでは，結婚式
や展示室での飲食をともなうレセプションなどが
できないかといった照会や要望が寄せられ，その
可否の判断や受け入れに頭を悩ます事態が発生し
つつあります。

このような状況のもとで，はたして文化財
IPMやミュージアムIPMは有効に機能しうるの
でしょうか。IPMを実践する時の一つの基本的
な考え方に，文化財や博物館資料の収蔵や展示状
況に対応して，必要な管理レベルによって施設を
ゾーニングし，それぞれに対応した管理を行うと
いうものがあります。このゾーニングはIPMの
実践においては非常に有効で，この方法が一つの
基本となることは間違いありません。しかし，近
年のように歴史的建造物や美術館・博物館等にお
いて，さまざまな事業を行うことが求められるよ
うになると，単にゾーニングだけの対応ではすま
なくなってしまいます。例えばレセプションや結
婚式などで，指定文化財や展示室のなかで飲食を
したいという要望が寄せられたとき，これを「こ
れまで飲食は禁止してきたから」と言って，その
ことを簡単に排除できる状況ではなくなってきて
いるように感じています。このような問いかけが
あった時に，それを全否定するのではなく，どう
したらそれが受け入れ可能になるのか，あるいは
やはりそれだけは場所を移してやってもらうよう
に理解を求めるのかを考える必要があります。こ
れはIPMの基本であるゾーニングを超えて，一
時的であるにせよ，それとは別の対応を検討する
ということになります。近年，美術館の展示室で
は，アーティストが作品の一部として生きた植物
を展示したいとか，場合によっては飲食をともな
う作品を発表したいとったプランを提示すること
は十分に起こり得ることです。私が知る範囲で

も，ある美術館では十分な検討と準備，そして会
期中の管理をしたうえで，来館者の飲食をともな
う作品を展示したということがあります。

IPMは，文字通り「総合的な有害生物管理」と
いうことであって，こうしたさまざまな具体的な
課題に対して，どこでも共通して使用できるよ
うな具体的なマニュアルがあるわけではありま
せん。IPMというのはあくまでも理念であって，
そこに共通する基本的な考え方はあるとしても，
その実践は，それぞれの施設や環境に応じたもの
が求められます。極端な例ではありますが，仮に
それが展示室内での飲食ということであったとし
て，それについてさまざまな条件や対応を総合的
に検討したうえで，ある施設ではどうしても実施
できないという判断をする場合もあるでしょう。
一方，他の施設では，一定の配慮の下であれば実
施できるという判断がなされる可能性もありま
す。IPMの実践は，今後ますます増大すること
が見込まれる文化財の公開と活用，美術館・博物
館でのユニークベニューなどへの対応のなかで，
これまで以上に重要な役割をはたすことが求めら
れるようになると思われます。

更に近年は，頻発する災害への対応，より幅
広い場所や機会における展示公開での文化財や博
物館資料と鑑賞者双方の安全確保のために，その
管理者や美術館・博物館は，より安全で安心な保
存・鑑賞環境を確保し，維持することが求められ
るようになってきています。そのための現場での
対応として，災害対策，鑑賞環境の整備，IPM
などを個々に実施するだけでなく，それらを一体
として進める総合的な危機管理への取り組みが必
要となってきていると思っています。IPMはそ
うした総合的な危機管理の柱として，より一層重
要な役割が求められるようになってきているよう
に感じています。

文化財の保存と活用，IPM


